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規格の改定状況

規格名 改定状況

設計・建設規格（JSME S NC1-2020） 2022年4月末発刊予定（注１）

材料規格（JSME S NJ1-2020） 2021年12月発刊

溶接規格（JSME S NB1-2020） 2022年1月発刊

設計・建設規格 事例規格 発電用原
子力設備における「応力腐食割れ発
生の抑制に対する考慮」（JSME S 
NC-CC-002）

2013年12月発刊
（2022年夏頃に改定版発刊予定）

コンクリート製原子炉格納容器規格
（ JSME S NE1-2022）

公衆審査を終了し成案済み
現在、発刊準備中

（注１）設計・建設規格2020年版は、材料規格及び溶接規格2016年版（2019年追補まで含
む）を引用している。
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規格改定の主な方針

 評価手法の高度化

 新知見の取り込み

 新材料の取り込み

 規定適用範囲の拡大

 規格間での整合性の確保

 引用規格の取り扱いの明確化 等
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規格改定は、下記を主な目的として継続的に実施している
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技術評価対応への要望

 技術評価会合への対応体制の構築，資料準備等が必要で
あるため、技術評価の開始時期は調整させていただきたい。

 設計・建設規格，材料規格，溶接規格の3規格は関連した
規格であり、一括した技術評価をお願いしたい。

 該当規格は、いずれも既に技術評価されている規格であり、
技術評価にあたっては、前回からの変更点を評価していた
だきたい。

 過去に技術評価を実施し、技術基準に関する規則の解釈
で引用されている年版（追補）は、そのまま引用を維持して
いただきたい。（技術基準に関する規則の解釈 第17条第
11項にて、「施設時に適用された規格によること」と記載さ

れており、現在引用されている年版（追補）を有効にしておく
必要があると考える。）
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主な改定点

規格概要及び主な改定点を次頁以降に示す

１．設計・建設規格（JSME S NC1-2020）

２．材料規格（JSME S NJ1-2020）

３．溶接規格（JSME S NB1-2020）

４．設計・建設規格 事例規格 発電用原子力設備における

「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮」

（JSME S NC-CC-002）

５．コンクリート製原子炉格納容器規格（JSME S NE1-

2022）
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1-1．設計・建設規格(第Ｉ編) 2020年版の内容

第1章 総則（GNR）：
適用範囲、準用規格、機器区分・定義、供用状態と運転状態、荷重の組合せと許容基準、地
震荷重の組合せと許容基準等を規定

第2章 機械試験（GTM）：
使用する材料に対する機械試験（引張試験、破壊靱性試験）に関する要求を規定

第3章 非破壊試験（GTN）：
使用する材料に対する非破壊試験（超音波探傷試験、放射線透過試験、渦流探傷試験、磁
粉探傷試験、浸透探傷試験、目視試験）に関する要求を規定

第4章 容器（PVX）、第5章 配管（PPX）、第6章 ポンプ（PMX）、第7章 弁（VVX）、
第8章 支持構造物（SSX）、第9章 炉心支持構造物（CSS）、第10章 安全弁
（SRV）及び真空破壊弁（VBV）：
原則として一般要求事項（1000番台）、使用する材料要求（2000番台）、設計要求（3000番台）、
溶接部設計を主とする製造要求（4000番台、容器・配管・炉心支持構造物のみ）、完成検査要
求（5000番台）を規定

第11章 耐圧試験（PHT）：
容器、配管、ポンプ、弁に対する耐圧試験要求を規定

第12章 監視試験片（RST）：
監視試験片の設置要求、監視試験片の製造・種類・数及び監視試験片について行なう試験
の回数/方法・監視試験片設置位置について規定
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1-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

(1) 評価手法の高度化：支持構造物の設計への極限解析手法規定
の追加 (2019年追補)

1) 対象規定：SSB-3140 極限解析による評価

2) 内容：

① クラス1支持構造物に極限解析による評価を追加した。

② 特徴
・ 支持構造物の設計手法の選択肢を増やすため、支持構造

物の設計に極限解析手法の規定を導入する。クラス１容器
（PVB 3160 ）と炉心支持構造物 （CSS 3160）での極限解析
手法の規定を参考にし、支持構造物の許容値体系を用いて
クラス１支持構造物に極限解析手法の規定を追加した。
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1-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

(2) 新知見の取り込み：支持構造物に対する曲げ座屈評価式の見直
し (2015年追補)

1) 対象規定：SSB-3121.1 供用状態AおよびBでの許容応力、他

2) 内容：

① 鋼構造設計規準の2005 年版において、曲げ座屈に対する許
容応力の算定式で、これまでH 形断面のみを対象として誘導
された簡略式が横座屈耐力式を基本とする算定式に見直さ
れたことをクラス１支持構造物の許容応力規定に反映した。

② 特徴

・ 従来の算定式はH 形断面のみを対象として誘導されている
こと、及び材長により安全率（補正係数）が不明確であること
を踏まえ、横座屈耐力式を基本とする算定式に改めた。
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1-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

(3) 規定適用範囲の拡大：クラス２、３容器での上位クラス規定適用
(2014年追補)

1) 対象規定：PVC/PVD-1200 クラス２／３容器の規定の特例

2) 内容：

① クラス２、３容器の上位クラス規定の適用

② 特徴

・ クラス２、３、４配管は、その材料及び構造について、それぞ
れ上位クラスの配管の規定に従ってもよく、ASME Section III
でも全般的に上位クラスの規定の使用は認められている。そ
こで、クラス２、３容器も、その材料及び構造について、それ
ぞれ上位クラスの容器の規定が適用可能とした。
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1-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

(4) 規格間での整合性の確保： 継手区分関連用語等の取り込み
(2019年追補)

1) 対象規定：GNR-2120 設計に関する用語

2) 内容：

① 溶接規格に規定されている継手区分関連用語等を取り込み

② 特徴

・ 溶接規格にて継手区分の定義等の改定が行われ、設計･建
設規格での規定とは、定義そのものには差異はないものの、
表現が異なるのでユーザが混乱する可能性がある。そこで、
溶接規格の継手区分関連の規定を設計･建設規格に取り込
んだ。
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1-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

(5) 引用規格の取り扱いの明確化： JSME規格で引用しているJIS規
格の読替の規定化 (2013年追補)

1) 対象規定：GNR-1122 準用する規格の発行年

2) 内容：

① JIS規格が改定されたときの対応を規定

② 特徴：

・ JSME規格で引用しているJIS規格を最新版に読み替えるこ
とが可能となるような規定を設けることにより、試験及び検査
等に関するJIS規格が改定になった際に、最新JIS規格が適
用できるようにした。(JSME事例規格（*）に対する技術評価書
での要望事項の対応)

(*) JSME S NC-CC-003 設計・建設規格2005年版「管の設計」（管継手、フランジ）のJIS
規格年版の読替規定
JSME S NC-CC-004 設計・建設規格2005年版付録材料図表のJIS規格年版の読替
規定 10
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2-1. 材料規格（JSME S NJ1-2020）の構成

構成 各Partの項目

Part 1 第１章 総則

Part 2

第１章 機器等の区分と使用する材料の規格

第２章 材料への特別要求事項

第３章 原子力発電用規格材料仕様

Part 3

第１章 設計応力強さ、許容引張応力、設計降伏点及び設計引張強さ

第２章 縦弾性係数及び線膨張係数

第３章 外圧チャート

添付 添付１ 新規材料採用ガイドライン
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2-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

(1) 新材料の取込み

a. JIS G 3136「建築構造用圧延鋼材」の取込み

【改定内容】

SS 材やSM 材の溶接性を向上させたSN 材をSS 材やSM 材が
使用可能な部位へ適用できるように材料規格に取り込んだ。

【特徴】

JIS G 3101「一般構造用圧延鋼材」SS400及びJIS G 3106「溶接
構造用圧延鋼材」SM材には特別要求事項を設けているが、JIS 
G 3136「建築構造用圧延鋼材」SN材には特別要求事項を設けて
いないことから材料選定の自由度が広がる。
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(1) 新材料の取込み

b.焼入性を保証した構造用鋼鋼材SCM440H/SCM445Hの取込み

【改定内容】

SCM440／SCM445 並びにSCM440H／SCM445H は同様のプロ
セスで製造され、熱処理が行われたうえで使用されていること、
JIS G 4053からJIS G 4052へとマーケットニーズが変化している
ことを踏まえ、焼入性を保証した構造用鋼鋼材SCM440H及び
SCM445H（JIS G 4052）を取込んだ。

【特徴】

マーケットニーズのあるJIS G 4052「焼入性を保証した構造用鋼
鋼材(H鋼)」を使用できることにしたことにより、材料調達が容易と
なる。
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(1) 新材料の取り込み

c.JSME-N12 GNCF1 のJIS相当材の取込み

【改定内容】

JSME-N12「耐食耐熱合金」のうちGNCF1について、そのJIS相当
材であるJIS G 4901～JIS G4904のNCF625を材料規格に取り込
んだ。

【特徴】

特注品である「原子力発電用規格材料」の相当材であるJIS材
（「耐食耐熱超合金棒」、「耐食耐熱超合金，ニッケル及びニッケ
ル合金－板及び帯」、「配管用継目無ニッケルクロム鉄合金管」
及び「熱交換器用継目無ニッケルクロム鉄合金管」）を使用できる
ことにしたことにより、材料調達が容易となる。
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(2) Part2 第1章表1「使用する材料の規格」の見直し

【改定内容】

上位の機器等の区分で使用を可としている材料について下位の
機器等の区分においても使用を可とした。

【特徴】

材料選定の自由度が広がる。
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(2) Part2 第1章表1「使用する材料の規格」の見直し（例）
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部
「〇」を追加した。

2-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目
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(3) 外圧チャートの見直し

【改定内容】

一部の外圧チャートについてASME規格と整合させるとともに対
応する外圧チャートのデジタル値を追加し、補間式を与えた。

【特徴】

設計において外圧チャートを用いる際の利便性が向上する。
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(3) 外圧チャートの見直し（例）

18

2-2．2012年版から2020年版までの主な技術的改定項目

DRAFT



(4) JIS改正反映

【改定内容】

2019年末までのJIS改正を反映した。

【特徴】

JIS年版の読替え作業が低減するとともに、材料調達が容易とな
る。
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3-１．溶接規格2020年版の構成及び内容

第1部 溶接規格
各クラス機器の溶接部に要求される継手面の目違い，溶接後熱処
理，非破壊試験，耐圧試験，機械試験板などについて規定している。

第2部 溶接施工法確認試験
溶接施工法の分類区分，溶接施工法確認試験の確認項目及び
試験要領について規定している。

第3部 溶接技能確認試験
溶接士技能資格の分類区分，溶接士技能確認試験の試験要領に
ついて規定している。

第4部 解説
第1章 溶接規格の解説
第2章 溶接施工法確認試験の解説
第3章 溶接技能確認試験の解説
第4章 用語集
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

(1) コンクリート製原子炉格納容器の溶接の規定 （2018年追補)

1) 対象規定： 第１部 溶接規格 第10章 コンクリート製原子炉格納容器

2) 内容：

①事例規格「コンクリート製原子炉格納容器溶接規格」の規定内容を

溶接規格の本体に取り込むように，コンクリート製原子炉格納容器

の溶接の規定を追加した。

継手面の目違い，非破壊試験，漏えい試験，等を規定している。

② 発電設備技術検査協会「コンクリート製原子炉格納容器 溶接施工

技術指針」（JAPEIC-W-W02-1991)及び資源エネルギー庁「大飯原

子力発電所3，4号機用プレストレスコンクリート格納容器に関する

技術指針」（昭和62年2月）を参考にしている。

③ 特徴

・ライナプレートの溶接部の放射線透過試験（RT）の判定基準は

JIS Z 3104 (1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」の2類以上

・ライナプレートの溶接部は，真空箱による漏えい試験を実施
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

(2) 炉心支持構造物の溶接の規定（2019年追補）

1) 対象規定： 第１部 溶接規格 第11章 炉心支持構造物

2) 改定内容：

① 設計・建設規格 第9章 炉心支持構造物の規定に対応する炉心支

持構造物の溶接の規定を追加した。

継手面の目違い，溶接後熱処理，非破壊試験,等を規定している。

② 特徴

・ 炉心支持構造物の溶接部の非破壊試験の種類は，設計・建設規

格での規定と整合させるように各継手の継手効率ごとに分けて規

定している。

・ 炉心支持構造物は耐圧バウンダリを構成しないため，溶接継手の

機械試験板の作製を要求していない。
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

(3) 溶接後熱処理の規定の改定 （2016年版，18年追補)

1) 対象規定：第1部 溶接規格 N-1090 溶接後熱処理（クラス1容器）等，

表N-X090-1 溶接後熱処理の方法， 第4部 解説 表N-X090-1（解説）

2) 改定内容：

① 局部溶接後熱処理を行う場合の

均一温度領域（Soak Band）と加熱

範囲（Heated Band）が意味すること

を解説に記載するように改定した。

（2012年版の技術評価に対応する改定）

② 溶接後熱処理の方法の規定を表N-X090-1に集約するように改定

した。解説での記載を本文で規定することを含む。

③ 溶接後熱処理の規定条項の構成を改定した。
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

JIS規格 種類の記号 標準合金成分 母材の区分
P-No ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号

JIS G 3106
溶接構造用圧延鋼材

SM400A C系 1 1
SM490A C-Mn-Si系 1 2
SM570 C-Mn-Si系 1 3

(4) 溶接施工法確認試験の確認項目 （16年版，18年追補，19年追補）

1) 対象規定： 第2部 溶接施工法確認試験 確認項目

2) 改定内容：

a) JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」等の規定と整合化を

図るように溶接施工法確認試験の確認項目の規定を改定した。

①溶接方法 ②母材の区分 ③溶接金属の区分 ④母材の厚さ

⑤衝撃試験を必要とする場合の確認項目を追加

（層，溶接姿勢，パス間温度，溶接入熱，衝撃試験温度），等

b) 各種材料（JIS規格材等）毎の母材の区分の規定を追加した。

c) WP-600「旧年版の規定に基づいて確認された溶接施工法の扱い」

の規定を追加した。
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

(5) 各溶接士資格で溶接が可能な作業範囲 （2018年追補）
1) 対象規定： 第3部 溶接技能確認試験
2) 改定内容：

①各溶接士資格で溶接が可能な作業範囲（開先溶接，すみ肉溶接，

溶接姿勢） を明確にするように表WQ-330-6「試験材及び溶接姿勢の

区分と作業範囲」を改定した。

②中間溶接姿勢の扱いを明確にするように表WQ-330-7 「各溶接姿勢
の傾斜角及び回転角の範囲」を追加した。

溶接技能確認試験 作業範囲（溶接が可能な厚さ及び溶接姿勢）

試験材の区分
溶接姿勢
の区分

開先溶接 すみ肉溶接

溶接金属
の厚さ

溶接姿勢 すみ肉寸
法

（のど厚）

溶接姿勢

下向 立向 横向 上向 下向 立向 横向 上向

W-1
（厚さ9 mmの板）

f 下向 19 mm
未満（板）

○ － － － 19 mm未満 ○ － － －
v 立向 ○ ○ － － ○ ○ ○ －

継手形状 溶接姿勢 基準溶接姿勢
溶接が可能な傾斜角及び回転角の

範囲
傾斜角 S 回転角 R

突合せ
溶接継手

下向 下向（f） ±15° ±30°

立向 立向（v）
＋10°を超え，
＋75°未満

±100°

±10° ±180°
傾斜角 回転角
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

(6) 溶接技能資格の更新試験の追加 （2020年版）
1) 対象規定： 第3部 溶接技能確認試験 WQ-500 溶接技能者及び

溶接オペレータの資格更新
2) 改定内容：

① 試験材の溶接を行って溶接士（溶接技能者及び溶接オペレータ）

の資格を更新する規定を追加した。

改定前は，製品の耐圧試験に合格した場合のみ溶接士資格の

更新ができる規定であった。

② 特徴

・溶接士の資格更新は，製品の耐圧試験による確認を必須とせず，
資格更新用試験材による規定を新たに追加した。

・資格更新用試験材による確認は機械試験（曲げ試験）以外に放射
線透過試験（RT）でもよいように規定している。

・RTの判定基準は，JIS Z 3104 (1995)「鋼溶接継手の放射線透過

試験方法」の2類以上
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3-2．2012年版，13年追補から2020年版までの主な技術的改定項目

(7) 帯状電極溶接の溶接士資格 （2017年追補）

1) 対象規定： 第3部 溶接技能確認試験 WQ-430 作業範囲，

第4部 解説 WQ-430（解説）

2) 改定内容：

帯状電極サブマージアーク溶接及び帯状電極エレクトロスラグ溶接

の溶接士資格の扱いに関する説明を追加するように改定した。

（2012年版の技術評価に対応する改定）

(a) 帯状電極サブマージアーク溶接

ﾌｰﾌﾟ（帯状電極）

ﾌﾗｯｸｽ

母材

溶融ｽﾗｸﾞ 凝固ｽﾗｸﾞ

溶接金属

溶融金属ｱｰｸ

(b) 帯状電極エレクトロスラグ溶接

ﾌｰﾌﾟ（帯状電極）

ﾌﾗｯｸｽ 溶融ｽﾗｸﾞ
凝固ｽﾗｸﾞ

溶接金属

母材
溶融金属
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4-1．事例規格・応力腐食割れ発生抑制の内容

本文：
対象規定と適用が規定され、また、「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮」の規
定で、具体的な規定として添付を引用

添付・応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮：
・SCC発生とその抑制に関連する事象の概要
・BWR及びPWR環境で各々使用が望まれる材料
・構造設計、溶接、加工等に対する配慮
・材料表面の応力改善方法
・接液部の環境、接液部以外を含めた環境共通の注意事項

付録：
材料の略称名と具体的な材料名の対応及びSCC対応フローチャートを規定

28
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4-2．2006年発行版からの主な技術的改定項目

 最新版（NC-CC-002（改訂）-1） の2006年発行版（NC-CC-002）か
らの主な技術的改定項目

a. 解説の追加

 対象規定：全規定

 各規定に対して、解説を追加し、規定の根拠の説明を記載。

b. 材料表面の応力改善方法の追加

 対象規定：XX-2222 材料表面の応力改善方法

 表面を研磨する方法として特殊な研磨材を用いる方法、外部
からのエネルギーで材料表面の応力を改善する工法として超
音波ショットピーニング、管内面の応力を改善する工法として
レーザ外面照射応力改善法を追加。

[注] NC-CC-002(改定)-2（2022年夏頃発行予定）では、PWSCC対策
材の690溶接金属として海外で実績があるERNiCrFe-7Aを追加。

29
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5-１．コンクリート製原子炉格納容器規格
2022年版の構成及び内容（その１）

CVE-1000 総則
適用範囲や用語の定義について規定している。

CVE-2000 材料
コンクリート、鉄筋及び緊張材等を規定している。さらに、ライナープ

レート、ライナアンカ等、ナックル、及び胴アンカの材料を規定している。

CVE-3000 設計
コンクリート製原子炉格納容器の設計全般について規定している。

CVE-4000 施工
コンクリート製原子炉格納容器の施工全般について規定している。

CVE-5000 施工中の試験及び検査
コンクリート製原子炉格納容器の施工中における試験及び検査に

ついて規定している。
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CVE-6000 構造性能確認試験
発電所の運転開始前に実施される構造性能確認試験（SIT）につい

て規定している。

CVE-7000 供用期間中検査
発電所の供用期間中に実施される供用期間中検査（ISI）について規

定している。

別表１～10
本文に書き込むと煩雑になる内容を、別表の形式で整理している。

上記のうち、CVE-1000 ～3000までと、別表1～5までを技術評価の
対象と考えている。これは過去に技術評価された2003年版と同様の範
囲であり、 2022年版では2003年版の前身である告示452号を制定す
る時に削除された部分を復活させて再整理を行っている。

31

5-１．コンクリート製原子炉格納容器規格
2022年版の構成及び内容（その２）
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5-2．2003年版から2022年版までの主な技術的改定項目（その１）

年版 No. 件 名 変 更 内 容 記載箇所 備 考

2011年版 11-１ プレストレストコン
クリートの評価式
を用いる場合の条
件の追記

プレストレストコンクリートの荷重状態Ⅳにおけ
る面内せん断応力度を用いる場合の、プレスト
レス荷重により生じる圧縮応力度の条件を追記
した。

CVE-3512.2 シェル部の面内
せん断応力度

11-2 溶接材料に関する
規定の追加

ライナ部に使用する溶接材料に関する規定を
追加した。

CVE-2700 溶接材料

11-3 溶接部の設計に関
する規定の追加

ライナ部の溶接設計に関する規定を追加した。 CVE-3800 溶接部の設計

2014年版 14-1 適用範囲の拡大 コンクリート製原子炉格納容器の施工，検査お
よび維持管理に関する規定を追加した。

CVE-1000
施工，検査，維持
管理

14-2 用語の追加 プレストレスシステムに関する用語，施工，検査
および維持に関する用語を追加

CVE-1230
CVE-1240

14-3 材料にシースを
追加

シースの材料に関する規定を追加した。 CVE-2430 シースの材料
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年版 No. 件名 変更内容
記載箇所

備考

2014年版 14-4 鉄筋の面外せん断
力に対する許容引
張応力度の追加

鉄筋の面外せん断力に対する許容引張応力度
にSD490に関する規定を追加した。

CVE-3422
SD490の面外せ
ん断力に対する
許容引張応力度

14-5 トップスラブ部及び
底部の面外せん断
力に対する鉄筋比
の範囲の追加

トップスラブ部及び底部の面外せん断力の許容
値を算定する際の鉄筋比の範囲を追加した。

CVE-3522

トップスラブ部及
び底部の許容面
外せん断力に対
する鉄筋比の範
囲

14-6 溶接部の設計の
移項

2011年版で制定した溶接部の設計の規定
（CVE-3800)をCVE-4510、CVE-4610に移項し
た。

CVE-4510
CVE-4610

14-7 施工・維持に関す
る規定の追加

① CVE-4000 施工の追加 CVE-4000台

② CVE-5000 施工中の試験および検査の
追加

CVE-5000台

③ CVE-6000 構造性能確認試験の追加 CVE-6000台

④ CVE-7000 供用期間中検査の追加 CVE-7000台

⑤ 別表に頻度などを追加、コンクリートの品質
管理における試験・検査を追加

別表1～3，6

5-2．2003年版から2022年版までの主な技術的改定項目（その２）
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年版 No. 件名 変更内容
記載箇所

備考

2022年版 22-1 全体の表記につい
ての修正

日本機械学会の定める推奨表記集に倣い、表
現の適正化を行った。
「および」→「及び」、「または」→「又は」 など

全般

22-2 SD490を使用した
場合の鉄筋の定着
長さの算定におけ
る特例の廃止

SD490の鉄筋については、2014年版において
一般の鉄筋と同様な扱いにするような改定が行
われたものの、鉄筋の定着長さの算定における
解説には特例の計算を行う表記が残っていた
ので、全体の整合を図るために削除することと
した。

CVE-3542
解説

22-3 供用期間中検査に
おける用語の見直
し

「合格要件」→「判定基準」に見直した。 CVE-7250
CVE-7251

22-4 別表の組み換え 2003年版では、別表1～5であったが、2014年版
では別表1～6となり、内容を大幅に拡充した。
一方で、2022年版においては、国の技術評価を
意識して、CVE-3000番台までの本文から呼び
込む別表1～5とCVE-4000番台以降の本文か
ら呼び込む別表6～10を分離した上で、内容の
組み換えを行った。

別表1～10

5-2．2003年版から2022年版までの主な技術的改定項目（その３）
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主要変更点No.11-1：
プレストレストコンクリートの評価式を用いる場合の条件の追記 (1/2)

35

１．変更理由
日本機械学会「コンクリート製原子炉格納容器規格（JSME S NE1-2003）」に関する技術評価書

（2005年7月原子力安全・保安院）において、プレストレストコンクリートの荷重状態Ⅳにおける面内
せん断応力度の上限値を告示452号の1.10√Fcから1.25√Fcに変更したことに対して下記のコメント
があったことから、2011年度版以降ではプレストレス力による平均圧縮応力度比に条件を追記する
こととした。

４．２ 主要な相違点に関する技術的妥当性の検討

ａ．コンクリート部

＜6＞ CVE-3512.2「シェル部の面内せん断応力度」

「（前略）これらより、シェル部の面内せん断応力度の評価式における上限値の見直しは、国内の
研究成果の最新知見を取り込んだものであり、技術的根拠に照らして妥当と判断した。

ただし、これらの試験結果は、プレストレストコンクリート試験体のテンドンの張力によって生じる
プレストレス力による平均圧縮応力度比σp√Fcが円周方向0.23～1.32の範囲、子午線方向0.32～
1.89の範囲における試験体に対する試験結果である。したがって、ここで示した式の適用にあたっ

ては、プレストレストコンクリート製原子炉格納容器のプレストレス力による平均圧縮応力度比
σp√Fcを上記の値と比較することが望ましい。」
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主要変更点No.11-1：
プレストレストコンクリートの評価式を用いる場合の条件の追記 (2/2)

記載箇所 コンクリート製原子炉

格納容器規格 2003年版

コンクリート製原子炉

格納容器規格 2011年版

変更点

CVE-3512 ただし書きなし。

(CVE-3512.2-4)式のみによる評価
としていた。

ただし，プレストレス荷重により生
じる子午線方向および円周方向
の圧縮応力度を√Fcで除した値が，
円周方向で0.23より小さい場合、
または子午線方向で0.32より小さ
い場合は，(CVE-3512.2-4)式の代
わりに(CVE-3512.2-2)式を用いる

ものとする。

日本機械学会「コンクリート製
原子炉格納容器規格（JSME 
S NE1-2003）」に関する技術
評価書（2005年7月原子力安

全・保安院）におけるコメント
に従い，プレストレストコンク
リート製原子炉格納容器の設
計において，面内せん断応力
度に関する試験研究の結果
を反映する場合には，プレス
トレス力による平均圧縮応力
度比に関する条件を追記した。

2．変更内容
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主要変更点No.14-3：材料にシースを追加

2.1 変更内容（CVE-2430 シース）

記載箇所 コンクリート製原子炉

格納容器規格 2011年版

コンクリート製原子炉

格納容器規格 2014年版

変更点

CVE-2430 CVE-2430 規定なし。 CVE-2430 シース
シースは下記の品質を有するものとする。

(1)  鋼製で施工中に有害な変形を起こさ
ない強度を持つこと
(2)  シースおよびそのジョイント部からはコ

ンクリートのセメントペーストが入り込まな
いようにすること
(3)  緊張材挿入後に付着を生じさせない
場合は，シース内面に防せいを施すこと
(4)  コンクリートの打込み後に緊張材を挿

入する方法を用いる場合は，シースの厚さ
は次の①および②の規定によること
①内径の0.02倍以上とすること

②リブ付きのフレキシブルシースの場合は，
①の規定に係らず0.6mm以上とすること
(5)  シースの内側断面の断面積は緊張材
の公称断面積の2倍以上とすること
(6)  シース内に防せい材を注入する場合

はシースの両端に開口を設け，シースに
曲がりがある場合には，上凸部の頂部お
よび下凸部の下部に防せい材の排出口を
設けなければならない。

今回追加した施工，施工中の
試験および検査の規定に合
わせて材料にもシースの規定
を追加した。
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記載箇所 コンクリート製原子炉

格納容器規格 2011年版

コンクリート製原子炉

格納容器規格 2014年版

変更点

CVE-3522 PW：面外せん断力に対する補強筋

の鉄筋比であり，次の計算式によ
り計算した値 (0.002以上とする)

PW： 面外せん断力に対する補強

筋の鉄筋比であり，次の計算式に
より計算した値 (0.002以上とし，

また，荷重状態ⅠまたはⅡでは
0.006を，荷重状態ⅢまたはⅣで
は0.012を超える場合はそれぞれ
の値を0.006または0.012として計
算する)

日本建築学会・RC規準
（2010）の改定内容に合わせ

て，トップスラブ部および底部
の面外せん断力の許容値を
算定する際の面外せん断力
に対する補強筋の鉄筋比PW
の範囲を追加した。

2.1 変更内容（CVE-3522 トップスラブ部および底部の面外せん断力）

主要変更点No.14-5：ﾄｯﾌﾟｽﾗﾌﾞ部及び底部の面外せん断力の変更
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主要変更点No.22-4：別表の修正 (1/2)

39

• CCV規格2003年版（CVE-1000（総則）、CVE-2000（材料）、CVE-3000（設計
）と別表1～5）に対して、2005年に当時の原子力安全・保安院の技術評価を受
けた。

• CCV規格は2014年の改定で、CVE-4000（施工）～CVE-7000（供用期間中検
査）を追加、別表は別表1～5の修正と別表6（コンクリートの品質管理における
試験および検査）の追加が行われた。

• 2014年版の本文と別表の関係は次ページの通りであり、別表1～3はCVE-
2000とCVE-5000のそれぞれから呼び込まれる形式となっている。

• 今後、国の技術評価を受ける場合、告示452号からCCV規格2003年版にかけ
ての考え方と同様、技術評価対象をCVE-1000～CVE-3000に限定する可能
性が高いと想定されることから、2022年版においては本文と別表が１対１の対
応となるように修正した。

• 合わせて、引用規格の最新版への修正や記載の明確化などを行った。

１．変更理由
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主要変更点No.22-4：別表の修正（2/2）

• 202２年版は、本文と別表の対応を

1対1に修正

版 2003年、2011年版 ２０１４年版 ２０２2年版

本
文

CVE-2000 材料

CVE-2000 材料

CVE-2000 材料 CVE-5000 施工中の試験・検査

CVE-5000 施工中の試験・検査

別
表

別表１ コンクリートに用いる骨材 別表１ コンクリートに用いる骨材 別表１ コンクリートに用いる骨材 別表６ コンクリートに用いる骨材の試験・検査

種類 種類 種類 種類

品質 項目 品質 項目

試験方法および判定基準 試験方法

試験頻度 判定基準

試験頻度

別表２ コンクリートに用いる混和材料 別表２ コンクリートに用いる混和材料 別表２ コンクリートに用いる混和材料 別表７
コンクリートに用いる混和材料の試験・検
査

種類 種類 種類 種類

品質 試験方法および判定基準 品質 試験方法

試験頻度 判定基準

試験頻度

別表３ コンクリートの品質 別表３ コンクリートの品質 別表３ コンクリートの品質 別表８ コンクリートの品質の試験・検査

塩化物量 塩化物量 塩化物量 項目

反応性 反応性 反応性 試験方法

圧縮強度 圧縮強度 使用するコンクリート 圧縮強度 判定基準

構造体コンクリート 試験頻度

別表６
コンクリートの品質管理における試験及び
検査

別表９ コンクリートの受入れ時の試験・検査

項目 項目

試験方法 試験方法

判定基準 判定基準

時期・回数 試験頻度

別表10
構造体コンクリートの圧縮強度の試験・検
査

供試体の養生方法

試験方法

判定基準

試験頻度

2．変更内容
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